
 (3) 部門別職員数（各年４月１日現在）
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 (2) 退職者（平成１９年４月１日～平成２０年３月３１日）

0 人 

一般行政職 医療職
一般職

0 人 4 人 

 (1) 新規採用者（平成１９年４月１日～平成２０年３月３１日）

人事行政の運営等の状況について

　５　職員の研修及び勤務成績の評定の状況
　６　職員の福祉及び利益の保護の状況
　７　その他町長が必要と認める事項

　美郷町人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成１８年条例第２８号）第３条第１項の規
定に基づき、次のとおり公表いたします。

　１　職員の任免及び職員数に関する状況
　２  職員の給与、勤務時間その他の勤務条件の状況
　３　職員の分限処分及び懲戒処分の状況
　４　職員の服務の状況
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＊職員の給与につきましては、「美郷町の給与、定員管理等について」（平成２０年３月）で
　別途公表していますので省略します。

週休日　　土・日曜日
休　日　　国民の祝日及び年末年始（１２月２９日から１月３日まで）　　

年次有給休暇、病気休暇、特別休暇、介護休暇
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３　職員の分限処分及び懲戒処分の状況（平成１９年度）
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 　 年次有給休暇の使用状況（平成１９年１月１日～同年１２月３１日）
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 (2) 週休日・休日

 (3) 休暇 
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２  職員の給与、勤務時間その他の勤務条件の状況
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 (4) 育児休業及び部分休業の取得状況 

育児休業取得者数

男性 女性

部分休業取得者数

男性 女性

平成１９年度中の取得状況
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平成１９年度中に新たに育児休業等が取得可能となった職
員の取得状況
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研　　修　　名 研　修　機　関 受講人員
市町村職員研修センター 4 人 一般職員研修Ⅰ1 

6 
7 
8 

3 
4 
5 

新規採用職員研修 市町村職員研修センター 1 人 
人事評価セミナー 市町村職員研修センター 1 人 

1 人 

コーチングセミナー 市町村職員研修センター 1 人 
ＯＡ研修 市町村職員研修センター 6 人 

危機管理セミナー 宮崎県市町村課出前研修 45 人 17 

　　地方公務員法で、職員は、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、且つ、職務の遂
　行に当たっては、全力を挙げてこれに専念しなければならないと定められています。この他、

　　   職務の遂行に必要な知識、技能及び教養の向上と職務を民主的かつ能率的に運営する公務

４　職員の服務の状況

５　職員の研修及び勤務成績の評定の状況

 (1) 職員の研修（平成１９年度）

　地方公務員法では、職員の服務について様々な義務や制限が決められています。

　　 員意識の高揚を図り、全体の奉仕者としてふさわしい職員の養成に努めるため、独自研修、
　　 派遣研修、自己研修を実施しています。

　　　 人事考課等の勤務成績の評定は特に行っていません。

 (2) 勤務成績の評定（平成１９年度）

海外派遣研修 市町村職員研修センター 1 人 
財政財務事務研修 市町村職員研修センター

2 一般職員研修Ⅲ 市町村職員研修センター 2 人 

9 地方公務員セミナー 市町村職員研修センター 4 人 
10 地方自治法セミナー 市町村職員研修センター 2 人 
11 IT調達研修 市町村職員研修センター 2 人 
12 行政経営セミナー 市町村職員研修センター 3 人 
13 固定資産税事務研修 市町村職員研修センター 2 人 
14 新任係長研修 市町村職員研修センター 2 人 
15 新任課長補佐研修 市町村職員研修センター 4 人 
16 管理者研修 市町村職員研修センター 3 人 



　　特記事項はありません。

７　その他町長が必要と認める事項

６　職員の福祉及び利益の保護の状況

 (1) 職員の健康管理（平成１９年度）

事業名 受診者等数 事業内容
119 人 一般健康診査

人間ドック 110 人 日帰り、１泊２日、脳ドック等

　　 福祉の向上に寄与することを目的に地方公務員災害補償基金が設置され、補償等を実施して
　　 います。

　　 　職員及び被扶養者の健康の保持増進、疾病予防を図るため各種の事業を実施しています。

 (2) 公務災害補償制度（平成１９年度）

　　 　地方公務員が公務上の災害又は通勤による災害を受けた場合に、その災害によって生じた
　　 損害を補償し、必要な福祉事業を行うことにより、地方公務員及びその遺族の生活の安定と

定期健康診査

件数
公務災害補償 通勤災害補償

0 件 0 件

健康講座 39 人 生活習慣病予防教室
健康教室 10 人 宮崎県市町村職員共済組合が主催する健康教室


